
平成八年大蔵省令第六十一号

自動車損害賠償保障法第二十九条の二第一項に規定する保険会社及び組合の料率団体に対する報告に関する内閣府令

自動車損害賠償保障法（昭和三十年法律第九十七号）第二十九条の二第一項の規定に基づき、自動車損害賠償保障法第二十九条の二第一

項に規定する保険会社及び組合の料率団体に対する報告に関する省令を次のように定める。

（保険会社及び組合の料率団体に対する報告）

第一条　自動車損害賠償保障法（昭和三十年法律第九十七号。以下「法」という。）第二十九条の二第一項に規定する保険会社（法第六条

第一項に規定する責任保険の保険者をいう。以下同じ。）及び組合（法第六条第二項各号に掲げる組合をいう。以下同じ。）の料率団体

（法第二十九条の二第一項に規定する金融庁長官の指定する損害保険料率算出団体をいう。次条見出しにおいて同じ。）に対する報告は、

別紙様式により作成し、次の各号に掲げる別紙様式の区分に応じ、当該各号に定めるところにより行うものとする。

一　別紙様式第一号から第八号　月ごとに取りまとめて、当該月終了後二月以内に行う。

二　別紙様式第九号から第十二号　事業年度（四月一日から翌年三月三十一日までとする。以下同じ。）ごとに取りまとめて、当該事業

年度終了後四月以内に行う。

（組合が再共済契約又は再再共済契約を締結している場合の料率団体に対する報告）

第二条　法第五条に規定する自動車損害賠償責任共済（以下「責任共済」という。）の共済責任を負う組合（以下「責任共済組合」という

。）が、責任共済の契約によって負う共済責任の再共済（以下「再共済」という。）の事業を行う組合（以下「再共済組合」という。）と

の間で、当該再共済組合が当該責任共済組合の負う共済責任の全部の再共済を行う契約を締結している場合には、当該再共済組合が当該

再共済に係る前条の報告を行ったことをもって、当該責任共済組合は同条の報告を行ったものとみなす。

２　再共済組合が、再共済の契約によって負う再共済責任の再再共済（以下「再再共済」という。）の事業を行う組合（以下「再再共済組

合」という。）との間で、当該再再共済組合が当該再共済組合の負う再共済責任の全部の再再共済を行う契約を締結している場合には、

当該再再共済組合が当該再再共済に係る前条の報告を行ったことをもって、当該再共済組合は同条の報告を行ったものとみなす。

附　則

（施行期日）

１　この省令は、自動車損害賠償保障法の一部を改正する法律（平成七年法律第百三十七号）の施行の日（平成八年十二月一日）から施行

する。

（経過措置）

２　この省令の規定は、この省令の施行の日（次項において「施行日」という。）の属する事業年度の翌事業年度に係る第一条の報告から

適用する。

３　法第六条第二項第一号に規定する農業協同組合等は、施行日から起算して十年を経過する日までの間は、第一条の報告のうち次の各号

に掲げる別紙様式により作成するものは、当該各号に掲げる附則別紙様式により作成することができるものとする。

一　別紙様式第九号及び第十二号　附則別紙様式第一号

二　別紙様式第十号　附則別紙様式第二号

附　則　（平成一〇年六月一八日総理府・大蔵省令第三号）

この命令は、金融監督庁設置法の施行の日（平成十年六月二十二日）から施行する。

附　則　（平成一二年六月二六日総理府令第六五号）　抄

１　この府令は、平成十二年七月一日から施行する。

附　則　（平成一二年一〇月一〇日総理府令第一一六号）　抄

１　この府令は、内閣法の一部を改正する法律（平成十一年法律第八十八号）の施行の日（平成十三年一月六日）から施行する。
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別紙様式第１号（第１条関係）

項
目符

号

別紙様式第１号（第１条関係）

保険（共済）契約報告書

両  数
保険（共済）期間の始期 特 例 措 置

適用契約有無年 月

１

２

３

４

５

６

７

８

９

１０

備考

（１） 下段の保険（共済）期間欄は月数をもって提示すること。ただし、保険（共済）期間を５日とする契約にあっては、５Ｄと

表示すること。

（２） 報告は整理年月ごとに取りまとめて整理年月終了後２月以内に行うこと。

契約年度 整理年月 料率(掛金率)区分
・ ・

保険（共済）期間 車 種 都道府県等

保険会社（組合）
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別紙様式第２号（第１条関係）

項
目

符

号

別紙様式第２号（第１条関係）

  保険（共済）契約変更報告書

両  数
都道府県等

変更後の車種
契約変更年月

保険（共済）期間

始  期
期間

旧 新 年 月 年 月

１

２

３

４

５

６

７

８

９

１０

備考

（１） 保険（共済）期間の期間欄は、別紙様式第 1号備考（１）に準じて記載すること。
（２） 報告は整理年月ごとに取りまとめて整理年月終了後２月以内に行うこと。

契約年度 整理年月 料率(掛金率)区分
・ ・

車 種

保険会社（組合）

補 正
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別紙様式第３号（第１条関係）

項
目

符

号

別紙様式第３号（第１条関係）

  保険（共済）契約変更報告書

両 数
都道府県等

保険（共済）期間
契約変更年月 追徴保険料

(追徴共済掛金)
変更後の

車  種
終  期

期間
旧 新 年 月 年 月

１

２

３

４

５

６

７

８

９

１０

備考

（１） 保険（共済）期間の期間欄は、別紙様式第 1号備考（１）に準じて記載すること。
（２） 報告は整理年月ごとに取りまとめて整理年月終了後２月以内に行うこと。

契約年度 整理年月 料率(掛金率)区分
・ ・

車 種

保険会社（組合）

追 徴
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別紙様式第４号（第１条関係）

項
目

符

号

別紙様式第４号（第１条関係）

  追加保険料（追加共済掛金）収納報告書

両 数
都 道

府県等

保険（共済）

期間の終期
死 亡 年 月 追加保険料

(追徴共済掛金)
延滞利息

年 月 年 月

１

２

３

４

５

備考

（１） 下段の保険（共済）期間欄は、別紙様式第 1号備考（１）に準じて記載すること。
（２） 報告は整理年月ごとに取りまとめて整理年月終了後２月以内に行うこと。

契約年度 整理年月 料率(掛金率)区分
・ ・

保険（共済）期間 車 種

保険会社（組合）
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別紙様式第５号（第１条関係）

項
目符

号

別紙様式第５号（第１条関係）

  保険料（共済掛金）払いもどし報告書

両 数
都 道

府県等

保険（共済）

期間の終期

解約又は契約

変 更 年 月

払いもどし

保 険 料

（共済掛金）

変更後の

車 種

変 更 後 の

都道府県等
年 月 年 月

１

２

３

４

５

６

７

８

９

１０

備考

（１） 保険（共済）期間欄は、別紙様式第 1号備考（１）準じて記載すること。
（２） 報告は整理年月ごとに取りまとめて整理年月終了後２月以内に行うこと。

契約年度 整理年月 料率(掛金率)区分
・ ・

保険（共済）期間 車 種

保険会社（組合）
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別紙様式第６号（第１条関係）

項
目

符

号

別紙様式第６号（第１条関係）

  保険料（共済掛金）払いもどし報告書

両 数 車 種 都道府県等

保険（共済）期間 払いもどし

保 険 料

（共済掛金）

始 期
期間

年 月

１

２

３

４

５

備考

（１） 保険（共済）期間欄は、別紙様式第 1号備考（１）準じて記載すること。
（２） 報告は整理年月ごとに取りまとめて整理年月終了後２月以内に行うこと。

契約年度 整理年月 料率(掛金率)区分
・ ・

保険会社（組合）

取 消 し
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別紙様式第７号（第１条関係）

項
目

符

号

項

別紙様式第７号（第１条関係）

  追加保険料（追加共済掛金）払いもどし等報告書

両 数 車 種 都道府県等

保険（共済）期間

死亡年月

払いもどし

追加保険料

（追加共済掛金）
返還利息

始 期

期

間
終 期 払いもどし

延滞利息年 月 年 月

１

２

３

４

５

備考

（１） 保険（共済）期間欄は、別紙様式第 1号備考（１）準じて記載すること。
（２） 報告は整理年月ごとに取りまとめて整理年月終了後２月以内に行うこと。

契約年度 整理年月 料率(掛金率)区分
・ ・

保険会社（組合）
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別紙様式第８号（第１条関係）

別紙様式第８号（第１条関係）

自動車損害賠償責任保険（共済）支払報告書

請 求 区 分 新規 追加

後 遺 障 害 政 令 別 表 級 号

慰 謝 料

支 払 区 分
保険金 内払金 回収金 小 計

返納金 仮渡金 後 遺 障 害 に よ る 損 害

既 報 支 払 区 分 告 保険金 内払金 仮渡金 加 重 ・ 併 合 ・ 相 当 加重 併合 相当 死 亡 に よ る 損 害

整 理 年 月 加 重 併 合 相 当 ・ 級 損 害 調 査 額 合 計

会 社 ( 組 合 ) 整 理 番 号 加 重 時 の 既 存 等 級 号 差

引

額

計

契 約 年 度 被 害 者 性 別 男 女
内

訳

下 記 以 外

料 率 ( 掛 金 率 ) 区 分 被 害 者 年 令
後遺障害、死亡による損

害

車 種 被 害 者 職 業 損 害 調 査 認 定 額

都 道 府 県 等 被 扶 養 者 有 無 な し あ り 異 時 支 払 未 払 保 険 金

証 明 書 番 号
慰 謝 料 請 求 権 者

父 母 異 時 支 払 既 払 保 険 金

契 約 締 結 年 月 日 配偶者 子 保 険 金 の 合 計

保 険 ( 共 済 ) 始 期 慰 謝 料 請 求 権 者 数 仮 渡 金

保 険 ( 共 済 ) 終 期 被 害 者 の 状 態 前 回 ま で の 内 払 金

保 険 ( 共 済 ) 期 間
休 業 損 害 区 分

な し 限度打切 内 払 金

事 故 年 月 日 時 実 額 定 額 その他 支 払 額

会 社 ( 組 合 ) 受 理 年 月 日 休 業 損 害 平 均 日 額 付 帯 費 用

損 害 調 査 完 了 年 月 日 治 療 状 況 治療済 治療中 再 保 険 金 請 求 額

損 害 調 査 部 所 受 付 番 号 総 治 療 期 間 追 加 請 求 既 払 額

損 害 調 査 部 所 入 院 日 数 傷 害 の 減 額 割 合

損 害 調 査 完 了 番 号 通 院 実 日 数 死 亡 後 遺 障 害 減 額 割 合

前 回 損 害 調 査 部 所 認 定 休 業 日 数 回 収 金 ・ 返 納 金

前 回 損 害 調 査 完 了 番 号 認 定 対 象 日 数 看 護 料 区 分 通 院 自 宅

被 害 者 番 号
共同

不法

行為

相 手 方 車 種

看

護

料

日 数 金 額

支 払 年 月 日 相 手 方 過 失 割 合 実

額

入 院

事 故 種 別 死亡 傷害 後遺障害 一 方 ・ 双 方 処 理 一方処理 双方処理 通 院 ・ 自 宅

事 故 証 明 書
な し 人 身 相 手 方 支 払 金 額 定

額

入 院

物 件 労・社
治

療

関

係

費

治 療 費 柔 道 整 復 費 通 院 ・ 自 宅

一 括 払 会 社 （ 組 合 ） 看 護 料 内 払 回 目

事 故 発 生 都 道 府 県 等 通 院 費 内 払 回 数

事 故 累 計 諸 雑 費 死 亡 後 遺 障 害 保 険 金

加 害 者 運 転 者 性 別 男 女 文 書 料 傷 害 保 険 金

加 害 者 運 転 者 年 齢 そ の 他 付 帯 費 用 区 分 再診断 応 訴 その他

示 談 成立 未成立 中途精算 休 業 損 害 和 解 ・ 調 停 ・ 判 決 和 解 調 停 判 決

備考

（１） 自動車損害賠償責任共済の報告の場合は、「保険金」を「共済金」と読み替えること。

（２） 報告は整理年月ごとに取りまとめて整理年月終了後２月以内に行うこと。

保険会社（組合）
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別紙様式第９号（第１条関係）

別紙様式第９号（第１条関係） 

自動車損害賠償責任保険（共済）事業の決算に関する報告書 

１． 年度自動車損害賠償責任保険（共済）損益状況      （単位：千円） 
科     目 金     額  

 元受正味保険料        （元受正味共済掛金）

 支 払 再 保 険 料        （ 支 払 保 険 料 ）

 営 業 費        （ 事 業 推 進 費 ）

 損 害 調 査 費

 一 般 管 理 費

 諸 手 数 料 及 び 集 金 費

 収 入 社 費        （ 収 入 経 費 ）

１．元受正味保険料（元受正味共済掛金）は、契約者から収受した保険料

（共済掛金）の額を記載すること。 

２．支払再保険料（支払保険料）は、元受正味保険料（元受正味共済掛金）

のうち純保険料（純共済掛金）分の額を記載すること。 

３．収入社費（収入経費）は、元受正味保険料（元受正味共済掛金）から支

払再保険料（支払保険料）諸手数料及び集金費を差し引いた額を記載する

こと。 

２．主要勘定残高の内訳（  年３月３１日現在）          （単位：千円） 

不 動 産 及 び 動 産               金     額  

 土 地          （除く投資用）

 建 物          （除く投資用）

 小 計

 動 産

 建 設 仮 勘 定

 合 計

退  職  給  与  引  当  金   

３． 年度自動車損害賠償責任保険（共済）取扱件数       （単位：件）

内 訳         件 数

契 約 関 係

新 契 約

取 消

異 動 ・ 解 約 等

計

支 払 関 係

保 険 金 

（共 済 金）

一般払

一括払

仮   渡   金

内   払   金

計

金 融 機 関 収 納 事 務 委 託 件 数

１．自動車損害賠償責任保険（共済）事業の経費計算の根拠となった件数を

記載すること。 

２．「異動・解約等」欄には、死亡追徴及び証明書再交付の件数を含めること。

備考 報告は事業年度（４月１日から翌年３月３１日までとする。）終了後４月以内に行うこと。

保険会社（組合） 
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別紙様式第１０号（第１条関係）

別紙様式第 10 号（第１条関係）

 年度自動車損害賠償責任保険（共済）事業の経費報告書

（単位：千円） 

項 目           総 括 部 門       現 業 部 門       計 

役 員 給 与

社員  総 括 部 門

(職員) 現業部門（除部支店本部）  

給与  現業部門（部支店本部）

退 職 金 及 び 年 金

厚 生 費

人 件 費 小 計

借 地 借 家 料

機 械 賃 借 料

交 通 費

通 信 費

印 刷 費

図 書 費

消 耗 品 費

備 品 費

営 繕 費

諸 会 費

会 議 費

広 告 費

雑 費

物 件 費 小 計

経 費 計

そ

の

他

事

業

費

事 業 税

固 定 資 産 税

退職給与引当金積増額    

自 動 車 諸 税    

地 価 税

事 業 所 税    

減 価 償 却 費    

消 費 税    

 小 計

総 合 計

諸 手 数 料 及 び 集 金 費

備考 
(1)営業費（事業推進費）、損害調査費及び一般管理費については、それぞれ別葉に記載すること。 
(2)一般管理費は、総括部門、現業部門に記載しないこと。 
(3)直販社員、集金専門社員、労務社員、嘱託、アルバイト等の給与は、人件費に計上すること。 
(4)報告は事業年度（４月１日から翌年３月３１日までとする。）終了後４月以内に行うこと。 

保険会社（組合） 
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別紙様式第１１号（第１条関係）

別紙様式第１１号（第１条関係） 

 年度自動車損害賠償責任保険（共済）事業の準備金報告書 

１．準備金積立状況                      （単位：千円） 

項     目 金     額  

 当 期 末 義 務 積 立 金

 正 味収入純 保険料（純 共済掛金 ）

 当 期 積 立 支 払 備 金

 当 期 末 調 整 準 備 金

 当 期 調 整 準 備 金 繰 入 ( 取 崩 ) 額

調整準備金繰入(取崩)額に係る税金相当額

当 期 末 運 用 益 積 立 金

収 支 改 善 のた め の 運用 益 取 崩 額

 当 期 末 付 加 率 積 立 金

正味収入純保険料（純共済掛金）は、義務積立金の計算基礎となった金額

を記載すること。 

２．運用益積立金                       （単位：千円、％） 

項     目 金     額  

 運 用 資 金

 当 期 発 生 運 用 益

 適 用 利 率

 長 期 契 約 予 定 利 息

 投 資 経 費

 税 金

税 率

当 期 運 用 益 拠 出 金 ( 無 税 分 )

税 金 回 収 額

当 期 運 用 益 拠 出 金 ( 有 税 分 )

収 支 改 善 の た め の 取 崩 額

税 金 回 収 額

３．付加率積立金                       （単位：千円）

項     目 金     額 

当 期 社 費 ( 経 費 ) 収 支 残 高

税 金

金 利 計 算 運 用 資 金

金 利 発 生 額

税 金

当 期 取 崩 額

当 期 繰 入 額

備考 報告は事業年度（４月１日から翌年３月３１日までとする。）終了後４月以内に行うこと。

保険会社（組合） 
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別紙様式第１２号（第１条関係）

別紙様式第 12 号（第１条関係） 

保険会社（組合）

 年度自動車損害賠償保障事業の経費報告書

  （単位：千円） 

項 目 損 害 調 査 費 一 般 管 理 費 計 

役 員 給 与        

社員

(職員)

給与

総 括 部 門

 現業部門（除部支店本部）

 現業部門（部支店本部）

退 職 金 及 び 年 金        

厚 生 費          

人 件 費 小 計          

借 地 借 家 料          

機 械 賃 借 料          

交 通 費          

通 信 費          

印 刷 費          

図 書 費          

消 耗 品 費          

備 品 費          

営 繕 費          

諸 会 費          

会 議 費          

広 告 費          

雑 費          

物 件 費 小 計          

経 費 合 計          

保 障 事 業

受 理 件 数

４ 月 か ら 翌 年 ３ 月 ま で                                    件

２ 月 か ら 翌 年 １ 月 ま で                                    件

備考 

（1）直販社員、集金専門社員、労務社員、嘱託、アルバイト等の給与は、人件費に計上すること。 

（2）報告は事業年度（４月１日から翌年３月３１日までとする。）終了後４月以内に行うこと。
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附則別紙様式第１号（附則第３項関係）

（略）

附則別紙様式第２号（附則第３項関係）

（略）
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